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1 195 メモリアルホール運営
生活環境部つくばメモリア

ルホール

葬儀における通夜、告別式、法事に係る葬祭業務

及び火葬業務を執り行う。

斎場（葬祭式場、火葬場、待合及び法要施設）の貸館業務等の運営及び施設・

設備の維持管理

施設長寿命化改修工事について、前年度設計委託により、選定した設備及び把握し

た修繕箇所を工事内容に組み込むことができた。

2 614 つくば市環境審議会運営事業
生活環境部環境政策

課

環境保全に関する条例や計画の策定、改廃の際

に内容や原案について調査審議するため。

環境基本計画の見直し等に関する検討、計画に掲げる関連施策に該当する事業の

実績報告、進捗確認を行う。つくば市環境審議会開催日程の調整、会議資料の作

成を行う。

環境基本計画の進捗管理に関する審議会を年度当初に開催し、委員意見を速やか

に当該年度の個別事業の計画に反映させた。計画の見直し等に関する審議会を４回

開催し、検討を進めた。

3 615 つくば市環境白書作成事業
生活環境部環境政策

課

つくば市の環境の状況、環境保全に関する施策の

実施状況を広く市民や事業者に公表するため。

直近のつくば市の環境に関するデータやつくば市環境基本計画にある関連施策の進捗

状況について、関係各課から取りまとめて作成し、ホームページにて公表する。

第３次つくば市環境基本計画に掲げる施策の実績や市域の環境の現況を掲載した

令和５年度環境白書を作成し、市ホームページに公表した。

4 616 環境基本計画進行管理事業
生活環境部環境政策

課

目指すべき将来像「豊かなつくばの恵みを未来につ

なぐ持続可能都市」の実現に向けて、環境施策の

実効性を確保するため。

第３次環境基本計画に掲げる関連施策に該当する事業の目的・目標について、関係

各課に事業進捗管理調査票の提出を依頼し維持管理を行う。令和６年度から７年

度にかけ、計画の中間見直しについて検討する。

年度当初の５月に基本計画に基づく事業の計画の進行管理に関する審議会を開催

することにより、委員の意見を速やかに当該年度の計画・目標設定に反映させることが

できた。

計画の中間見直しに関する審議会を３回開催し、検討を進めた。

5 617 つくば市役所環境負荷低減事業
生活環境部環境政策

課

つくば市役所が行う事務事業からの環境影響を継

続的に少なくするため。

職員に対し、環境法令や地球温暖化対策に関する情報を提供する。また、グリーン購

入を推進することで間接的な環境影響を小さくする。

環境法令や地球温暖化対策に関する情報を引き続き電子書庫に掲載し、庁内に周

知した。 

グリーン購入に関する法の仕組みや、環境ラベル、Ｑ＆Ａなどを電子書庫に掲載し、庁

内に周知した。
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6 618
クリーンエネルギー機器等購入補助

事業

生活環境部環境政策

課

機器設置費用の一部を補助することで、クリーンエ

ネルギー機器を普及させ、家庭部門におけるＣＯ

２排出削減を図り地球温暖化防止に寄与する。

クリーンエネルギー機器設置者等を対象に、補助金を交付する。

・地球温暖化対策実行計画区域施策編懇話会、専門家等の意見から、太陽光パネ

ルと連系することでＣＯ２削減効果が高くなるエコキュート（昼間湧き上げ型自然冷

媒ヒートポンプ給湯器）を補助対象として予算化をした。

・燃料電池自動車について、水素ステーションの利便性向上のため土曜日を含む営業

曜日に変更した。

7 620 つくば環境スタイルサポーターズ事業
生活環境部環境政策

課

環境に関するイベント等の啓発活動を行うことによ

り、つくば環境サポーターズ会員を中心とした市民の

環境意識の向上を図る。

環境配慮に関する意識を高めていくため、つくば環境スタイルサポーターズ会員を中心

に、市の環境関連情報の提供を行う。

メール配信：４７回 

ゴーヤ苗配布（事業所会員）：６２事業所、１，０００株 

エコ・クッキング体験事業（市民向け）：３回（計４４名） 

8 621 ＥＶ等普及促進事業
生活環境部環境政策

課

ＥＶ等の低炭素車への転換を促し、自動車の走

行に伴う温室効果ガス排出を抑制する。

市域におけるＥＶの利便性向上を図るため、市公共施設に設置した急速充電器の適

切な管理を行う。

茎崎交流センター：４月～１月　ＥＶ用急速充電器の維持管理を実施。 

　　　　　　　　　１月　（新）急速充電器へ入替。 

　　　　　　　　　３月　（旧）急速充電器の撤去。 

市役所：１１月　急速充電器の撤去。

9 622
コミュニティ型低炭素モデル街区整備

事業

生活環境部環境政策

課

市域の低炭素化を図るとともに、低炭素社会づくり

を先導する。

環境配慮型住宅の整備やＨＥＭＳを通じたエネルギーの可視化などを行う低炭素モ

デル街区を形成し、成果を発信することで、低炭素まちづくりの面的な普及促進を図

る。

つくば市低炭素（建物・街区）ガイドラインに基づく認定を受けた住宅の普及を促進す

るため、認定交付金を交付し、温室効果ガスの排出の抑制を図る。

・つくば市低炭素（建物・街区）ガイドラインに基づく奨励金件数　戸建レベル３：１

０３件 

・ガイドライン改定の方向性について国の法制度の改定状況等を総合的に勘案し、検

討した。

10 623
地球温暖化対策実行計画（事務

事業編）推進事業

生活環境部環境政策

課

つくば市役所の事務事業活動によって排出される

温室効果ガスの排出量を削減する。

・公共施設の脱炭素化を図るために、省エネ改修及び再エネ設備導入を促進する。

・つくばサステナスクエアの焼却施設で発電した電力の公共施設への自己託送や環境

配慮契約に基づいた電力契約等を行う。

・サステナスクエア焼却施設で発電した電力の自己託送により、２，０５６ｔ－ＣＯ

２排出量を削減した。 

・環境配慮契約に基づいた電力需給契約を９１施設で締結した。
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11 624 資源物集団回収奨励金の交付
生活環境部環境衛生

課

資源物の有効活用推進と市民のリサイクル意識の

向上を図る。

資源物集団回収を行った自治会や子供会等の団体に対して、回収量に応じた奨励金

を交付し、ごみの減量や３Ｒの推進を図る。

３Ｒニュースなどを利用して、資源物集団回収に協力を求めるとともに団体の募集を周

知する。

前年度に活動された団体に引き続き登録団体申請を促し、９５団体が登録された。 

令和６年３月末時点で、登録団体により５９３ｔの資源物が回収された。

12 625
地球温暖化対策実行計画（区域

施策編）推進事業

生活環境部環境政策

課

市域における地球温暖化対策を推進し、温室効

果ガス排出量を削減するため。

つくば３Ｅフォーラムや企業、大学・研究機関、他自治体、県などと連携して、組織を

超えた関係者による事業の検討、研究、企画等を進め、市域における地球温暖化対

策を誘導する。

また、地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の現計画の進捗管理、及び環境

基本計画と一体となった新計画を策定する。

あわせて、気候市民会議つくば２０２３で提言された取組と施策の具体化、及びロー

ドマップの進捗管理を行う。

・地球温暖化対策実行計画進捗管理懇話会を開催し、適切な進捗管理を実施し

た。

・フォローアップチーム、専門家との意見交換等を経て「ゼロカーボンで住みよいつくば市へ

のロードマップ～気候市民会議つくばの提言実現を目指して～」を策定し、１０月に公

表した。

・令和４年６月から開始したカーシェア事業の延長と２箇所（５台分）について運営

事業者を公募した。

13 626 筑波山自然環境教育事業
生活環境部環境政策

課

市内の身近な自然環境について学ぶ機会を提供

し、豊かな自然環境の保全に対する意識の向上を

図る。

筑波山をはじめ里山、河川、市中心部に残された緑など身近な自然の良さついて知る

機会や場を提供するため、観察会等を開催する。

「里山ウォーク」（４／２０　参加者２０人）、「桜川稚魚放流」（７／３：参加

者５４人（１校））、「桜川探検隊（里山でワクワク体験）」（８／２１　参加

者２４人）、「小野川探検隊（パドルボート体験）」（９／２１　参加者３２

人）、「田んぼの水生昆虫と植物の観察会」（９／２２　参加者１６人）、「桜川

探検隊（クリスマスリース）」（１１／１６　参加者９人）、「田んぼの水生昆虫と

植物の観察会」（１１／３０　参加者１６人」

14 627 つくば市環境マイスター育成事業
生活環境部環境政策

課

地域社会における環境活動のリーダー的役割を担

う目的で育成した人材の活用を図る。

既存の環境マイスター認定者の活用事業としてマイスター認定者が市の環境事業に関

わることにより、マイスター認定者の活動の場を広げることで、環境活動のリーダー的役割

を担う後押しをする。

筑波山自然環境教育事業「里山ウォーク」（１回）を実施した。団体と意見交換を

実施した。 

筑波山立体模型地図をジオミュージアムで活用できるように調整した。

15 632 墓地等経営許可事業
生活環境部環境保全

課

墓地等の経営許可及び墓地管理者等の変更届

受理の事務を行う。墓地の適正な管理を行う。

霊園墓地、寺院墓地、共同墓地等の新規・拡張・廃止の許可を行う。 

墓地経営者・管理者変更届等の受理を行う。
台帳の電子化を進め、課題等を整理した。
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16 634 高度処理型合併浄化槽補助事業
生活環境部環境保全

課

一般家庭に対する高度処理型合併処理浄化槽の

普及促進を図り、生活排水による公共用水域の水

質汚濁を防止する。

高度処理型合併処理浄化槽の設置費の補助を実施する。
高度処理型合併浄化槽の普及を促進することで、生活排水による公共水域の水質

汚濁防止を図ることができた。

17 635 水質保全事業
生活環境部環境保全

課

霞ヶ浦及び牛久沼に流入する河川等の水質汚濁

の防止及び河川環境の保全を図ることを目的とす

る。

つくば市水質監視員による月２回以上の河川等の巡視活動を行う。

水質監視員による月１回以上の河川巡視報告（Ｒ６は４０２回実施）の情報を

もとに関連部署と連携を取りながら、河川状況の把握、ごみの回収など迅速な対応を

行うことができた。また、つくば市水質浄化対策推進協議会と連携し、１１月に谷田

川、３月に桜川でごみ拾いを行うことで、河川環境の向上に努めた。

18 636
生活排水路浄化施設の維持管理

事業

生活環境部環境保全

課

生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止す

る。

浄化施設の年間維持管理を行うことにより、施設の機能を十分に発揮させる。 

沈砂・土砂・浮遊物質の除去 

スクリーン・ポンプ類の点検（毎月）

佐・上菅間地区から排出される生活雑排水による河川等の水質汚濁を防止した。

19 637 簡易水道・小規模水道事業
生活環境部環境保全

課

非公営水道が適正に維持管理され、継続的に安

心で安全な水の提供がなされるように支援を行うこ

と。

指導・助言及び補助等の支援を行う。

水質検査：上水道未整備地区１／４、上水道整備済地区１／１０

上水道未整備地区のみ補助

塩素消毒液：１本（２０Ｌ）あたり９００円。上限１００本

水中ポンプ：交換工事費の１／１０。上限７．５万円

配管修繕：修繕工事費の１／１０。上限１０万円

滅菌機：交換工事費の１／２。上限５万円

圧力タンク：交換工事費の１／２。上限１０万円

その他施設修繕：修繕工事費の１／２。上限５万円

井戸掘削：井戸の掘削１ｍにつき１千円。上限１０万円

協議会の会議開催支援や補助金の交付を通じて、適正な施設運営等指導を行っ

た。 

水質検査結果の中で基準値を超過した組合に対して保健所等と協力して管理指導

を実施し改善に努めた。 

今後も、施設の維持管理や水質管理の知識の向上を目指し、指導を継続していく。

20 639
空き地等の適正管理啓発・指導事

業

生活環境部環境保全

課

空き地及びその周辺地域の環境を保全し、市民の

安全及び健康の維持に寄与することを目的とする。

雑草の繁茂した空き地の適正管理について指導、助言を行う。

所有者等が自ら所有する土地について適正な管理ができない場合、所有者の申し出

により業者を斡旋し、雑草除去を行う。

令和６年度以前からの継続案件及び新規案件を合わせて７８７筆中、５１３筆の

改善が確認できたため、雑草繁茂改善率は６５．１％となった。
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21 640 環境美化推進事業
生活環境部環境保全

課
快適な市民生活の確保に寄与する。

環境美化活動（ごみ拾い等）を行う個人・団体に対し、清掃用具（ごみ袋・軍手・

火ばさみ等）の支給、傷害保険の加入等の支援を行うことで、自発的な環境美化活

動を推進する。

市と事業者が計画する環境美化活動へ市民が参加することで、環境美化意識の啓発

を図る。

以上のような市・市民・事業者の連携した環境美化活動により、快適な市民生活の確

保を目指す。

環境美化ボランティア活動参加延べ人数について、目標値を大きく上回ることができた。

きれいなまちづくり実行委員会の企画会議を毎月１回開催し、会員団体によるごみ拾

い活動（４回）、落書き消し活動（２回）、市民参加型のごみ拾い活動（３回）

を実施した。

継続活動者への表彰を行った。

22 641 上水道整備補助事業
生活環境部環境保全

課

旧筑南水道企業団が施行した水道整備事業で、

当時借り入れた企業債借り入れ分相当額を一般

会計から補助する。

旧筑南水道企業団が施行した水道整備事業で、当時借り入れた企業債借入れ分相

当額分を一般会計から補助する。

上水道事業の健全な財政運営に寄与できた。 

・水道事業会計出資金（新規整備事業分）２００，０００，０００円 

・統合前水道に係る統合前の簡易水道の建設改良に関する出資金６，８３９，

７７０円、補助金３８４，３０３円 

・水道事業会計繰出金（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金）４５，

００５，２４７円

23 642 公害対策推進事業
生活環境部環境保全

課

市民の健康被害防止及び生活環境の保全を図

る。

公害法令に基づく届出受理・審査事務、立入検査・指導等を行う。

法定受託事務である常時監視、本市の政策及び施策に資する一般環境調査（地

下水調査等）公害紛争処理法に基づく苦情処理（相談、調査、指導、助言）を行

う。※ただし、廃棄物関係を除く。

公害防止に係る「公害防止協定」、「公害防止確認書」、「実験安全委員会」等の運

用、調整を行う。

公害法令の施行及び公害防止組織の形成・推進事業を適切に実施した。また、環境

調査結果等を市民に公表することにより、市内環境の状況を周知し、環境問題・環境

汚染に対する啓発、意識高揚を図ることができた。

24 643 放射線対策事業
生活環境部環境保全

課

市域の空間放射線量の低減化、放射線測定及び

広報活動による市民の安全・安心確保を目的とす

る。

主に除染事業、空間放射線量率の測定事業等を行う。 学校等の公共施設における空間放射線量が低下し、安定していることを再確認した。

25 645
廃棄物の処理の適正化に関する事

業

生活環境部環境衛生

課

法に基づき廃棄物処理業及び浄化槽清掃業の適

正な運用を図る。茨城県と連携して、廃棄物施設

及び再生資源物の屋外保管事業場の適正化を

図る。また、旧町村最終処分場跡地を適正に管理

する。

廃棄物処理に関する講習会等に参加し、職員の知識及び実務処理能力の向上を図

る。

茨城県の事前審査要領に基づき、市内の廃棄物処理施設及び再生資源物屋外保

管事業場について関係各課の意見を取りまとめ、茨城県に提出する。県と連携し、市

内の廃棄物処理施設等の立入検査を行う。

旧町村最終処分場跡地に汚染がないか水質検査を実施する。

廃棄物処理に関する講習会等に延べ５名が参加した。県廃棄物処理施設１件につ

いて事前審査要領に基づく市の意見を提出した。県と連携し、使用済自動車解体業

者の立入検査を１件行った。旧町村最終処分場跡地４か所（安食、上境、上郷、

研究学園三丁目）の地下水水質検査を実施し、汚染がないことを確認した。



通し

番号

事業

番号
事務事業名 部署名 事業の目的 事業の概要 成果

26 646 管路輸送施設の管理事業
生活環境部環境衛生

課

平成２０年度末で事業廃止となった管路輸送施

設（管路輸送センター及び管路投入口、埋設

管）を適正に管理する。

管路輸送施設及び敷地植栽の管理を行う。
管路輸送施設について、施設管理（点検２回／年）及び植栽管理を行い、安全性

の確保や周辺環境の維持管理を行った。

27 647 家庭ごみ収集事業
生活環境部環境衛生

課
生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図る。

一般家庭及び公共施設から分別排出される一般廃棄物（ごみ）を収集し、サステナ

スクエアへ運搬する。 

区会・住民団体等が設置するごみ集積所について、補助金交付要綱に基づき補助金

を交付する。 

補助金額：設置費用の１／２（補助限度額１００，０００円） 

市広報紙やホームページ、３Ｒニュースなどを活用し、ごみ分別の徹底を周知していく。

事業を行うことで、市民の生活環境を良好に保つことができ、公衆衛生の向上を図るこ

とができた。 

また、出前講座や３Ｒニュース等を活用することで、市民にごみ分別等の情報を周知

することができた。

28 648 犬等死骸処理事業
生活環境部環境衛生

課
生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図る。 道路等公共用地で発見された動物の死骸を回収し、処理する。

市民から通報があった動物の死骸を迅速に回収処理することにより、市内の道路等公

共用地の公衆衛生を良好な状態に保つことができた。

29 649 市内一斉清掃事業
生活環境部環境衛生

課

市民の環境美化意識を高めることにより、ポイ捨て

行為を抑制する。

原則、毎年６月と１２月の第１日曜日に、市民が道路脇にポイ捨てされたごみの清

掃活動を行う。 

活動を推進させるため回覧やＨＰ及びＳＮＳを活用した周知を行う。

６月２日と１２月１日の２回、市内一斉清掃を実施し、合計１７，５００ｋｇ

の不燃ごみを回収した。

30 650 不法投棄ごみ処理事業
生活環境部環境衛生

課

不法投棄されたごみを撤去することで、良好な生活

環境を保持するとともに、再発を防止する。

区会や土地所有者と連携して、不法投棄物の撤去作業を行う。 

再発防止のため、警告看板の設置、促進と防犯・環境美化サポーターによる巡回パト

ロールを行う。 

区会等に不法投棄防止の周知啓発を行う。

不法投棄の撤去が４８５件で、１３，３９０ｋｇを回収した。

不法投棄看板を３３５枚交付した。

不法投棄された廃棄物を迅速に撤去し、清潔な状態を保つことにより、良好な生活環

境を保持することができた。



通し

番号

事業

番号
事務事業名 部署名 事業の目的 事業の概要 成果

31 651
土砂等による土地の埋立て、盛土及

びたい積の規制に関する事務

生活環境部環境衛生

課

生活環境の保全、災害の防止、市民の安全の確

保

土砂等の埋立て等に関し適正な指導、監視及び許可事務を行う。

土砂等の埋立てについて、許可が必要なことをＰＲする。また、パトロールに発見した認

識不足による不適正な土砂埋立て事業について、適切な指導を行っていく。

盛土規制法の区域指定に伴い市土砂条例の改正を行う。

土砂埋立て等の許可申請が１件あった。 

不適正な埋立で５件指導を行った。

32 652 ごみ減量推進事業
生活環境部環境衛生

課

ごみの減量や資源化を推進し、循環型社会を構築

する。

一般廃棄物減量等推進審議会を開催し、計画期間の中間年度を迎える一般廃棄

物処理基本計画の中間見直し及び施策進捗管理を行う。

来年度用のごみの出し方カレンダーを作成し、ポスティングにより各戸配布する。

出前講座、ごみ分別アプリ等により市民のごみ分別徹底・減量化の啓発を行う。

日量平均１００㎏以上の事業系ごみ多量排出事業者を中心に、ごみの減量化・資

源化について指導する。

排出事業者への現地訪問及びサステナスクエアでの搬入検査を行い、意識啓発及び

指導を行う。

「つくば市一般廃棄物処理基本計画」について、一般廃棄物減量等推進審議会にて

進捗管理とごみ量実績を報告し、計４回の審議及びパブリックコメントの実施を経て同

計画を改定した。また令和７年度版ごみの出し方カレンダーを１９万部作成し、ポス

ティングにより各戸配布を行った。ごみ分別アプリのダウンロード数が年間約７，８００

件あった。

33 653 環境教育事業
生活環境部環境衛生

課

リサイクルへの関心を高め、将来、循環型社会の構

築に資する。

環境教育の一環として、牛乳パック回収事業を実施し、子供たちの環境に対する意識

向上に努める。

市内の学校でごみ減量及びリサイクルに関する出前授業を行う。

牛乳パック回収リサイクルチラシを活用し、改めて協力を呼び掛けていく。

小中学校等を対象に環境教育の出前講座があることを周知し、出前講座の実施回数

を増加させると共に、ごみの減量化・資源化について啓発していく。

児童生徒及び保護者向けに牛乳パックリサイクルチラシを配布することで、牛乳パックの

回収量が増加し、リサイクル意識を高めた。

小中学生を対象に出前講座を１４件、３４講座行い、子ども達の環境意識向上を

図った。また、市民対象の講座を２件、２講座実施した。

34 654 リサイクル推進事業
生活環境部環境衛生

課

資源物の有効活用と市民のリサイクル意識の向上

を図る。

落ち葉等の堆肥化等推進のための調査研究を進める。 

調理くずや食べ残し等の食品残渣を活用したフードリサイクルを進める。 

段ボールコンポストの無料配布の実施。 

地域のごみ集積所に、分別促進の看板を設置する。 

リサイクル推進を図るため３Ｒニュースを発行し、市民意識の醸成を図る。 

３Ｒニュースを年間６回発行した。 

９１７個の段ボールコンポストの無料配布を行い、生ごみ減量を推進した。

35 656
可燃ごみ焼却処理施設維持管理事

業

生活環境部サステナスク

エア管理課

可燃ごみ処理施設において、可燃ごみを安全かつ

安定的に焼却処理することにより、生活環境の保

全及び公衆衛生の向上を図り、市民の健康で快

適な生活を確保する。

市内から排出された可燃ごみをサステナスクエアで受入れ、可燃ごみ処理施設にて焼却

処理するとともに、焼却後に発生する残渣を適切な方法で処分する。

最終処分　埋立処分量：７，４６１．５８ｔ、資源化量：２、７１０．４０

ｔ、埋立処分委託料：２７２，８３０千円、再資源化委託料：１３１，６６

８千円

適切な方法で可燃ごみを処理し、焼却残渣を埋立処分や資源化で適正に処理するこ

とで、市民生活の維持に寄与した。



通し

番号

事業

番号
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36 657
可燃ごみ処理施設の発電・売電事

業

生活環境部サステナスク

エア管理課

　サステナスクエア可燃ごみ処理施設の焼却炉から

発生する余熱を利用して蒸気を発生させ、タービン

発電機による発電を行う。

・焼却炉の余熱で発電した電力を可燃ごみ処理施設場内で使用し、余剰電力を電力

会社に売電する。

・Ｈ２１年度から長期包括的運営管理委託業務を実施し、余剰電力の売電額の３

分の１を分配金として受託者へ支払う。

発電電力量：２４，５５０，０７５ｋＷｈ、場内使用電力量：９，０４７，

３９５ｋＷｈ、売電電力量：１０，４６７，９２７ｋＷｈ、売電電力料：８

９，５９８，７９４円、自己託送電力量：５，０３４，７５３ｋＷｈ

可燃ごみ焼却施設の安定的な運転を実施することで、売電に加え、自己託送事業を

実施し、市の公共施設４１施設に電力を供給できた。

37 658
粗大・不燃ごみ処理施設維持管理

事業

生活環境部サステナスク

エア管理課

　リサイクルセンターにおいて、粗大、不燃、資源及

び有害ごみを安全かつ安定的に処理することにより

生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図り、市

民の健康で快適な生活を確保する。

　市内から排出された粗大、不燃、資源及び有害ごみをサステナスクエアに搬入し、リサ

イクルセンターにて処理後、有価物を適正に資源化する。

※粗大ごみ１３ｔ／５ｈ、不燃ごみ１３ｔ／５ｈ、かん類４ｔ／５ｈ、びん類９

ｔ／５ｈ、ペットボトル４ｔ／５ｈ、有害ごみ１ｔ／５ｈ、プラスチック製容器包装

１６ｔ／５ｈ

スプリングマットレス処理量：７７，０２０ｋｇ、乾電池搬出量：４０，９８０ｋ

ｇ、蛍光管搬出量：８，０００ｋｇ

包括的運営管理委託によりリサイクルセンターを適切に運営し、粗大、不燃、資源及び

有害ごみを適正に処理した。

38 659
施設から発生した有価物の売却・リ

サイクル事業

生活環境部サステナスク

エア管理課

回収された資源ごみ等を処理し、有価物として再

資源化することにより、環境負荷の低減及び市の歳

入の確保を図る。

・有価物の売却とリサイクル 

　びん、ペットボトル、プラスチック製容器包装、アルミ、鉄類、紙類、古布等 

・リュース家具の提供 

　施設に搬入された粗大ごみの中で、再度使用できるように家具を修繕し、無償で市

民に提供する。

・売払い額（歳入）：アルミ、鉄類、紙類、古布　１６４，４２４千円、ペットボト

ル　３５，６４５千円 

・再資源化委託料（歳出）：びん、容器包装プラスチック　７５７千円 

・バイオディーゼル燃料精製量：２，３７６Ｌ 

リサイクル事業者と売払い契約を結び、各有価物を適切に処理した。

39 660 し尿処理施設維持管理事業
生活環境部サステナスク

エア管理課

　し尿処理施設を適切に管理することにより、生活

環境の保全及び公衆衛生の向上を図り、市民の

健康で快適な生活を確保する。

サステナスクエアし尿処理施設の維持管理（運転管理を除く。） 

処理能力：５０ｋｌ 

処理方式：好気性消化処理方式

修繕件数（各種ポンプ・配管）：２１件、修繕料１，６６７千円、工事件数

（各種ポンプ・機械等）：１３件、工事請負費：８，３６８千円

不具合箇所の修繕等を計画的に行い、施設を正常に稼働させることで、市民生活の

維持に寄与した。

40 661 生ごみ処理器等購入費補助金交付
生活環境部環境衛生

課

家庭から排出される生ごみの自家処理を推進し、

生ごみの減量化を図る。

家庭から排出される生ごみの自家処理を推進する。

生ごみ処理容器を購入した市民に対し交付要綱に基づき補助金を交付する。

［コンポスト式補助率１／２、１世帯２基まで、上限２０，０００円］

［電気式生ごみ処理機補助率１／２、１世帯１機まで、上限２０，０００円］

生ごみ減量の意識啓発は、継続して行うことが重要であることから、段ボールコンポスト

の配布会を行い、生ごみ減量を意識づけるとともに、生ごみ処理容器等の購入促進を

進める。

市民に向けて、市ホームページや３Ｒニュース等により、生ごみ処理容器等購入補助

や段ボールコンポスト無料配布会をＰＲすることにより、ごみ減量の取組を促すことがで

きた。



通し
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41 662
し尿処理事業（サステナスクエア南

分所）

生活環境部サステナスク

エア管理課

生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図り、市

民の健康で快適な生活を確保する。

し尿処理施設の維持管理 

処理能力　７０ｋｌ／日 

処理方式　好気性消化処理方式

定期的に修繕工事を行うことで施設を正常に稼働させ、市民の健康で快適な生活を

図った。 

工事件数（各種ポンプ、ファン等）：９件　工事費用：１２，１５８千円

42 946 家庭用廃食用油リサイクル事業
生活環境部環境衛生

課

家庭から排出される廃食用油を再利用することで、

資源の有効活用を推進するため。

市施設やスーパー等に設置する回収ボックスに市民が持込んだ廃食用油を回収する。

回収した油はバイオディーゼル燃料に精製され、軽油の代替燃料としてサステナスクエア

内公用車や廃食用油回収車で使用する。

バイオディーゼル燃料への生成だけでなく廃食用油の利活用方法を検討する。

家庭用廃食用油のリサイクルを促進した。また、バイオディーゼル燃料を利活用すること

により地球温暖化防止に寄与した。

脱炭素先行地域での利活用に向け、回収拠点の増設のための予算措置を行った。

43 1001 動物愛護関連事業
生活環境部環境保全

課

狂犬病蔓延の防止及び撲滅、公衆衛生の向上及

び公共の福祉の増進、殺処分や苦情等件数の減

少

・茨城県獣医師会の協力を得て、市内のべ４６箇所にて狂犬病予防注射を実施 

・犬の登録、注射済票の発行 

・犬猫の避妊去勢手術、マイクロチップ装着を行う市民に対し補助金を交付 

・犬猫の飼い方に関する啓発 

・動物愛護団体と連携した保護猫譲渡会を市役所内で実施

・市内全域において狂犬病予防集合注射を実施し、予防接種率の向上が図られた。 

・犬猫の避妊去勢手術に対する補助金交付等により、犬及び猫の無秩序な繁殖を抑

制することができた。 

・犬猫へのマイクロチップ装着に対する補助金制度を運用し、装着を推進した。 

・動物愛護団体と協力して庁舎敷地内で猫の譲渡会を実施し、保護猫の里親探しを

推進した。

44 1003

自然環境・鳥獣保護管理事業

（旧：鳥獣保護及び有害鳥獣被

害防止対策事業）

生活環境部環境保全

課

野生鳥獣の保護、狩猟に係る銃器等の適正使用

による市民生活の安全確保、有害鳥獣による生活

被害等の防止。

鳥獣保護区及び特定猟具使用禁止区域（銃猟）の指定に係る連絡調整、及び申

請を行う。 

野生鳥獣の保護に関すること。貴重な動植物の保全に関すること。外来生物の防除に

関すること。 

鳥獣捕獲許可に関すること。

有害捕獲許可申請１６件を適切に処理した。 

45 1082
サステナスクエア包括的運営管理事

業

生活環境部サステナスク

エア管理課

サステナスクエア内の各施設管理を一本化すること

により、効果的、効率的、経済的で安全かつ円滑

に業 

務の遂行を図る。

・可燃ごみ処理施設（３７５ｔ／日）の包括的運営管理

・リサイクルセンター（資源化施設を含む。）の包括的運営管理

（粗大ごみ１３ｔ／５ｈ、不燃ごみ１３ｔ／５ｈ、かん類４ｔ／５ｈ、びん類９

ｔ／５ｈ、ペットボトル４ｔ／５ｔ、有害ごみ１ｔ／５ｈ、プラスチック容器包装１

６ｔ／５ｈ、資源化施設４６ｔ／日）

・し尿処理施設の運転管理

（サステナスクエア５０ｋＬ／日、南分所７０ｋＬ／日）

可燃ごみ搬入量：６７，７３６，７６０ｋｇ、資源ごみ搬入量：７，１４４，

１１０ｋｇ、有害ごみ搬入量：５２，９９０：ｋｇ、し尿投入量：１０，６６

２．０ｋＬ

包括的運営管理委託による適切な運営により、市民から排出される一般廃棄物を適

正に処理した。



通し

番号

事業

番号
事務事業名 部署名 事業の目的 事業の概要 成果

46 1135 生物多様性地域戦略策定事業
生活環境部環境保全

課

将来にわたって自然の恵みを享受し、持続可能な

社会を推進するため生物多様性に関する施策を戦

略的かつ計画的に進めていく方針を示す生物多様

性地域戦略を策定する。

生物多様性基本法第１３条第１項の規定及び第３次つくば市環境基本計画に基

づき、生物多様性地域戦略を策定する。

戦略では、中・長期の目標・方針を定め、市民、事業者、市が役割を実践、共有しな

がら、豊かな自然を守り、未来へ引き継いでいくことを目指す。

〇市域の動植物の調査　〇アンケートによる市民意識調査　〇自然体験会の開催〇

学識経験者、市民からなる懇話会を開催し、広く意見等を聴き、戦略に反映させてい

く。〇人と自然に関わる様々な課題の整理と取組の検討

生物多様性の取組に関する事業者・研究機関等との意見交換会（１回）の実施や

学識者、市民で構成される 

策定懇話会（３回）の開催を行い、多様な意見を取り入れながら「生物多様性つく

ば戦略」を策定した。

47 1148 脱炭素先行地域づくり事業
生活環境部環境政策

課

市域における２０５０年にカーボンニュートラル、２

０３０年温室効果ガス排出量４６％削減目標

の実現に向け、中心市街地に「脱炭素ドミノ」のモデ

ル地区をつくるもの。

環境省「脱炭素先行地域」として当市が選定された第４回選定（令和５年１１

月）時点では延べ７４件（２０３０年までに１００件選定予定）が選定され、茨

城県内では初の選定である（令和７年５月時点では延べ８８件）。

令和６年度（２０２４年度）から令和１０年度（２０２８年度）までの５年間

に環境省からの交付金等による支援（交付率２／３）を受け、つくば市の中心部、

ＴＸつくば駅を中心として概ね半径５００ｍの範囲の脱炭素化に向けた事業を実施

するもの。特に、既存共同溝を活用したマイクログリッドの構築や、地域資源を活用した

バイオマス発電等により、対象エリアにおいて２０３０年までに脱炭素化を目指す。

・計画提案書に記載した１３の取組について、共同提案者、需要家及び産業技術総

合研究所、農業食品産業技術総合研究機構等研究機関との協議を行った。また、マ

イクログリッド構築、省エネ改修、再エネ設備整備等の事業を実施した。

・つくばスマートシティ協議会グリーン分科会を開催した。


